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調査概要

１．調査目的：春季労使交渉・協議の結果や、人事・労務に関するトップ・マネ
ジメントの意識・意見などを調査するため、1969年から毎年実施
している。
本調査結果は、主に「経営労働政策特別委員会報告」（経労委報
告）の重要な参考資料として活用している。

２．調査対象：経団連会員企業（計1,483社）の労務担当役員等

３．調査時期：2021年９～11月

４．集計状況：回答社数400社（回答率27.0％）
このうち集計可能な396社を対象とした。
＜内訳＞

産業別：製造業176社（44.4％）、非製造業220社（55.6％）
規模別：従業員500人以上325社（82.1％）、500人未満71社（17.9％）
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労働組合の有無
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従業員の過半数

で構成する労働

組合のみがある

58.3%

従業員の半数以下で構成

する労働組合のみがある

8.1%

従業員の過半数で構

成する労働組合と半数

以下で構成する労働

組合の双方がある

3.8%

労働組合は

存在しない

29.3%

無回答

0.5%

n=396



Ⅰ．2021年の労使交渉・協議等の状況

１．（１）春季労使交渉・協議の実施状況
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行った

62.8%

春季以外に行った・行う予定

2.5%

行わなかった

34.7%

n=396



１．（２）2021年春季労使交渉におけるコロナ禍の影響の有無
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※（１）で「行った」と回答した企業が対象

非常に影響

があった

21.8%

やや影響があった

41.9%

あまり影響は

なかった

29.8%

影響はなかった

6.5%

n=248
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8.2%

7.6%

10.8%

39.2%

70.9%

19.0%

0% 20% 40% 60% 80%

月例賃金の決定：プラス（増額）

月例賃金の決定：マイナス（減額）

賞与・一時金の決定：プラス （増額）

賞与・一時金の決定：マイナス（減額）

交渉・協議の方法

その他

n=158

１．（３）2021年春季労使交渉におけるコロナ禍の影響の種類
（複数回答/あてはまるものすべて）

※（２）で「非常に影響があった」「やや影響があった」と回答した企業が対象



２．（１）月例賃金について

(A) 2021年春季労使交渉における労働組合等の要求項目
（複数回答/あてはまるものすべて）
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※「その他」の回答としては、「コロナ対策費用の支給」「カフェテリアプランのポイント増額」
「産業別最低保障賃金」などがあった

75.2%

54.6%

22.0%

15.6%

3.7%

10.6%

10.6%

15.6%

18.8%

0% 20% 40% 60% 80%

定期昇給の実施、賃金体系の維持

（制度昇給の確認を含む）

基本給のベースアップ

（一律配分のほか、重点配分などを含む）

初任給の引上げ

諸手当の増額

割増賃金率の引上げ

有期契約社員・パートタイマー等の

賃金引上げ

定年後の継続雇用社員の賃金引上げ

企業内最低賃金の導入・引上げ

その他

n=218



(B) 労働組合等の要求項目に対する回答状況
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2.0%

1.0%

6.6%

7.1%

4.5%

7.1%

91.5%

18.1%

46.7%

17.9%

22.7%

27.8%

46.7%

53.6%

6.5%

80.9%

46.7%

75.0%

100.0%

72.8%

72.2%

53.3%

39.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

定期昇給の実施、賃金体系の維持

（制度昇給の確認を含む）

基本給のベースアップ

（一律配分のほか、重点配分などを含む）

初任給の引上げ

諸手当の増額

割増賃金率の引上げ

有期契約社員・パートタイマー等の

賃金引上げ

定年後の継続雇用社員の賃金引上げ

企業内最低賃金の導入・引上げ

その他要求を上回る

要求通り

要求を下回る
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(Ｃ) 労働組合等の要求と関係なく、会社の施策として実施を決定した項目
（複数回答／あてはまるものすべて）

75.1%

30.2%

19.6%

9.6%

1.1%

11.4%

7.1%

6.0%

16.4%

0% 20% 40% 60% 80%

定期昇給の実施、賃金体系の維持

（制度昇給の確認を含む）

基本給のベースアップ

（一律配分のほか、重点配分などを含む）

初任給の引上げ

諸手当の増額

割増賃金率の引上げ

有期契約社員・パートタイマー等の

賃金引上げ

定年後の継続雇用社員の賃金引上げ

企業内最低賃金の導入・引上げ

その他

n=281
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35.1%

10.4%

18.7%

9.7%

2.2%

1.5%

26.1%

21.6%

9.7%

0% 10% 20% 30% 40%

一律定額配分

一律定率配分

若年層（30歳程度まで）へ重点配分

中堅層（30～45歳程度）へ重点配分

ベテラン層（45歳程度以上）へ重点配分

子育て世代へ重点配分

業績・成果等に応じた査定配分

職務・資格別に配分

その他

n=134

２．(２) ベースアップ実施企業における具体的な配分方法
（複数回答／あてはまるものすべて）

※（１）の（Ｂ）または（Ｃ）で「基本給のベースアップ」と回答した企業が対象



３．2021年度の賞与・一時金の金額

（１）前年度実績との比較 （２） 労働組合の要求との比較
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※春季労使交渉・協議を行わなかった企業は（１）のみ回答

増額

35.9%

ほぼ同額

33.2%

減額

30.9%

n=391

要求を上回る

4.5%

要求通り

35.4%

要求を下回る

34.6%

交渉による決定ではない

（業績連動方式など）
25.5%

n=243



４．(１）賃金以外で、労働組合等と議論した項目
（複数回答/あてはまるものすべて）
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31.3%
30.1%

1.2%
11.4%

4.8%
34.3%

7.8%
6.0%

26.5%
22.3%

10.2%
6.0%
4.8%

10.8%
9.6%

21.1%
12.0%

15.7%
13.9%

5.4%
31.3% 26.8%

25.4%
41.1%

27.1%
30.6%

22.7%
18.1%

15.2%
15.5%

12.2%
23.3%

33.2%
40.5%

19.8%
18.1%

69.1%
9.6%

25.9%
4.7%

57.1%
60.9%

-200% -160% -120% -80% -40% 0% 40% 80%

-200%-160%-120%-80%-40%0%40%80%

時間外労働の削減

年次有給休暇の取得促進

所定労働時間の短縮

年間勤務日数の削減

裁量労働制の導入・見直し

フレックスタイム制の導入・…

勤務間インターバル制度の…

テレワークの導入・拡充

オフィス環境の改善

育児関連施策の拡充

介護関連施策の拡充

治療と仕事の両立支援…

退職一時金・年金制度の見直し

法定外福利費の見直し

定年延長・廃止

定年後継続雇用社員の…

女性の活躍に向けた取組み

人材育成施策の拡充

メンタルヘルス対策の拡充

社内外のハラスメント対策…

その他

春季交渉 (n＝166) 春季交渉以外 (n＝343)

 時間外労働の削減

 年次有給休暇の取得促進

 裁量労働制の導入・見直し

 フレックスタイム制の導入・見直し

 勤務間インターバル制度の導入・拡充

 テレワーク（在宅勤務制度やサテラ イ トオフィスなど）の導入・拡充

 副業・兼業制度の導入・拡充

 オフィス環境の改善（フリーアドレス制、バリアフリー設備の導入など）

 労働生産性の向上策（業務遂行方法の見直しやデジタル化の推進等）

 育児関連施策の拡充

 介護関連施策の拡充

 治療と仕事の両立支援施策の導入・拡充

 退職一時金・年金制度の見直し

 法定外福利費の見直し（費用総額、福利厚生施設など）

 定年延長・廃止

 定年後継続雇用社員の処遇改善

ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨｰ＆ｲﾝｸﾙｰｼﾞｮﾝの推進策（女性や障害者等の活躍支援）

 人材育成施策の拡充（自己啓発・能力開発の支援など）

 従業員の健康保持・増進策（メンタルヘルス対策、健康づくりへの支援・助成など）

 社内外のハラスメント対策の拡充

 その他

80％　　　　　　　　40％　　　　　　　　　　0％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0％　　　　　　　　40％　　　　　　　80％



４．（２）賃金以外で、最も重視した項目

14.4%
5.6%

0.0%
6.3%

0.6%
13.8%

0.6%
0.0%

10.6%

8.1%
0.0%

0.6%
1.3%

2.5%
1.9%

5.6%
1.3%

3.1%
1.9%
1.3%

20.5% 15.8%
1.9%

1.3%
2.9%
2.6%

4.5%
5.8%

1.0%
3.5%

1.0%
0.6%

2.6%
6.1%

0.6%
1.3%

21.4%
0.6%

3.9%
0.3%

3.9%
18.4%

-75% -60% -45% -30% -15% 0% 15% 30%

-75%-60%-45%-30%-15%0%15%30%

時間外労働の削減

年次有給休暇の取得促進

所定労働時間の短縮

年間勤務日数の削減

裁量労働制の導入・見直し

フレックスタイム制の導入・…

勤務間インターバル制度の…

テレワークの導入・拡充

オフィス環境の改善

育児関連施策の拡充

介護関連施策の拡充

治療と仕事の両立支援…

退職一時金・年金制度の見直し

法定外福利費の見直し

定年延長・廃止

定年後継続雇用社員の…

女性の活躍に向けた取組み

人材育成施策の拡充

メンタルヘルス対策の拡充

社内外のハラスメント対策…

その他

春季交渉(n＝160) 春季交渉以外(n＝310)

 時間外労働の削減

 年次有給休暇の取得促進

 裁量労働制の導入・見直し

 フレックスタイム制の導入・見直し

 勤務間インターバル制度の導入・拡充

 テレワーク（在宅勤務制度やサテライトオフィスなど）の導入・拡充

 副業・兼業制度の導入・拡充

 オフィス環境の改善（フリーアドレス制、バリアフリー設備の導入など）

 労働生産性の向上策（業務遂行方法の見直しやデジタル化の推進等）

 育児関連施策の拡充

 介護関連施策の拡充

 治療と仕事の両立支援施策の導入・拡充

 退職一時金・年金制度の見直し

 法定外福利費の見直し（費用総額、福利厚生施設など）

 定年延長・廃止

 定年後継続雇用社員の処遇改善

ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨー ＆ｲﾝｸﾙｰｼ゙ ｮﾝの推進策（女性や障害者等の活躍支援）

 人材育成施策の拡充（自己啓発・能力開発の支援など）

 従業員の健康保持・増進策（メンタルヘルス対策、健康づくりへの支援・助成など）

 社内外のハラスメント対策の拡充

 その他

  30％　　　　　　　　15％　　　　　　　　0％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　0％　　　　　　　　15％　　　　　    　30％      
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1.3%

※「その他」の回答としては、春季交渉では「所定労働時間の削減」「新型コロナ対策の補助金支給」
「360度評価の導入」など、春季交渉以外では「DXの推進」「駐在員の福利厚生改善」「契約社員の正
社員化」などがあった



29.3%

14.6%

2.2%

5.2%

1.7%

23.8%

4.4%

7.5%

42.0%

8.0%

2.8%

3.3%

7.2%

4.7%

14.9%

11.0%

30.7%

25.1%

25.4%

6.6%

10.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

時間外労働の削減

年次有給休暇の取得促進

裁量労働制の導入・見直し

フレックスタイム制の導入・見直し

勤務間インターバル制度の導入・拡充

テレワークの導入・拡充

副業・兼業制度の導入・拡充

オフィス環境の改善

労働生産性の向上策

育児関連施策の拡充

介護関連施策の拡充

治療と仕事の両立支援施策の導入・拡充

退職一時金・年金制度の見直し

法定外福利費の見直し

定年延長・廃止

定年後継続雇用社員の処遇改善

ダイバーシティ＆インクルージョンの推進策

人材育成施策の拡充

従業員の健康保持・増進策

社内外のハラスメント対策の拡充

その他

n=362

４．（３）賃金以外で、今後、重視したい項目
（複数回答/あてはまるものすべて）
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１．これまでの働き方改革の取組みによる
長時間労働削減や年休取得促進等に向けた施策や制度の整備の進捗

29.2%

65.6%

3.6%

0.8%

0.3%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80%

大いに進んだ

やや進んだ

あまり進んでいない

進んでいない

取り組んでいない

その他

n=394

Ⅱ．働き方改革

15



２．これまでの働き方改革の取組みによる社内の意識変革の進展の程度
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大いに進んだ

25.8%

やや進んだ

68.8%

あまり進んでいない

4.6%

進んでいない

0.3% その他

0.5%

n=392



３．これまでの働き方改革の取組みの成果についての評価
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大いに成果が

得られている

12.5%

一定の成果は

得られている

81.4%

あまり成果を

得られていない

5.6%

その他

0.5%

n=392



１．社員のエンゲージメントを高める施策

Ⅲ．エンゲージメント
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推進している

（推進予定、検討中を含む）

95.7%

推進していない

4.3%

n=393



２．社員のエンゲージメントを高めることの重要性に関する社内の理解度
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7.5%

12.2%

62.1%

65.5%

28.8%

21.5%

0.5%

0.5%

1.1%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非管理職層

( n=375 )

管理職層

( n=376 )

大いに進んでいる 進んでいる あまり進んでいない 進んでいない その他



３．社員のエンゲージメントを高めるため、取り組んでいる施策
（複数回答/３つまで）
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86.4%

57.8%

73.6%

30.8%

59.7%

86.4%

52.6%

56.9%

49.6%

88.8%

80.1%

83.9%

24.8%

10.6%

6.5%

41.7%

20.6%

34.4%

7.6%

27.9%

43.4%

9.5%

15.2%

4.3%

30.1%

15.2%

32.2%

1.6%

1.1%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

企業理念・事業目的の社員との共有

組織文化の変革

ダイバーシティ＆インクルージョンの推進

雇用制度の複線化・ハイブリッド化

仕事・役割・貢献度を基軸とした人事賃金制度

への移行・拡充

場所・時間に捉われない柔軟な働き方の推進

社員の自律的な業務遂行の促進

主体的なキャリア形成の支援

社員の自己啓発を支援する制度の導入・整備

社員の安心・安全、健康の確保

育児や介護、病気治療と仕事の両立支援

業務のデジタル化の推進

副業・兼業の推進

社内起業制度

その他

①取り組んでいる施策 (n=367) ②重点的に取り組んでいる施策 (n=369)



４．（１）イノベーション創出や労働生産性向上に関する効果測定・評価の有無

21

行っている

29.8%

検討している

（検討予定を含む）

38.6%

行っていない

31.6%

n=376



４．（２）「行っている」場合に用いている指標
（複数回答/あてはまるものすべて）
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※（１）で「行っている」と回答した企業が対象

19.8%

51.4%

36.0%

69.4%

60.4%

18.9%

3.6%

3.6%

11.7%

7.2%

0% 20% 40% 60% 80%

付加価値の動向

（社員一人当たりや部門・全社）

生産性の動向

（社員一人当たりや部門・全社）

収益性の動向

（社員一人当たりや部門・全社）

業務効率の改善状況

（社員意識調査等による測定）

自律的な働き方の実現度

（社員意識調査等による測定）

新規アイデア等の提案数

新たな製品・サービス等の投入数

新たな製品・サービス等の投入まで

のスピード・期間

製品・サービスの品質改善・

向上の状況

その他（独自の指標）

n=111



５．現場業務に従事する社員のエンゲージメントを高めるため、
重点的に取り組んでいる施策（複数回答/あてはまるもの３つまで）

23

35.5%

49.8%

73.8%

40.2%

11.0%

24.9%

41.5%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80%

社員と経営トップとの対話の実施

社員間のコミュニケーションの充実

社員の安心・安全、健康の確保

感染症の感染予防に向けた勤務体制の整備

(出勤者数の制限、交替勤務時の業務引継ぎ方法の見直し、

時差出勤、交代制の在宅勤務等）

社員の主体性を重視した能力開発機会の提供

（Off-JTの拡充、リスキリング・リカレント教育の推進等）

業務改善や新規事業のアイデアコンテストの実施

業務の効率化

（デジタル技術の活用による現場業務のリモート化等）

その他

n=301



６．エンゲージメントを高める施策を推進していない理由

24

※「その他」の回答としては、「予算が確保できない」「ノウハウの不足」などがあった

すでにエンゲージメントが

高い状況にあるため

11.8%

労働組合や社員から

要望がないため

11.8%

推進する人員や時間がな

いため

47.0%

その他

29.4%

n=17



１．（１）テレワークをはじめ柔軟な働き方に関する方針
（複数回答／あてはまるものすべて）

Ⅳ．柔軟な働き方の推進（テレワーク等）

25

推進している

89.4%

今後、検討する

8.1%

推進していない

（推進予定なしを含む）

2.5%

n=393



１．（２）推進している柔軟な働き方の施策内容
(Ａ) 導入済(導入予定を含む) （複数回答／あてはまるものすべて）

26

89.8%

16.0%

7.6%

76.5%

71.8%

15.4%

20.6%

24.7%

34.9%

4.7%

2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

テレワーク制度（在宅勤務、サテライト

オフィス勤務、モバイル勤務）

遠隔地勤務制度

ワーケーション制度

時差出勤

フレックスタイム制

企画業務型裁量労働制

専門業務型裁量労働制

事業場外みなし労働時間制

変形労働時間制

高度プロフェッショナル制

その他

n=344



１．（２）推進している柔軟な働き方の施策内容
(Ｂ) 導入済で拡大を予定している施策（複数回答／あてはまるものすべて）
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80.3%

8.9%

7.6%

19.7%

36.3%

1.3%

5.1%

2.5%

2.5%

5.1%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

テレワーク制度（在宅勤務、サテライト

オフィス勤務、モバイル勤務）

遠隔地勤務制度

ワーケーション制度

時差出勤

フレックスタイム制

企画業務型裁量労働制

専門業務型裁量労働制

事業場外みなし労働時間制

変形労働時間制

高度プロフェッショナル制

その他

n=157



２．ポストコロナを見据えたテレワークの活用方針

28

テレワークを中心とした働き方を

推進していく

3.0%

部門・職種の特性等

に応じて、各社員が

テレワークと出社を

選択できる働き方を

推進していく

60.4%

一定の基準（月

の上限回数等）

を設定した上

で、推進していく

20.9%

今後、方針を検討する

6.2%

その他

1.4%

オフィスや現場等への

出社を基本とする

8.1%

n=369



３．テレワークを活用する効果として、重視している事項
（複数回答／あてはまるもの３つまで）
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51.7%

58.3%

9.5%

19.3%

0.0%

4.6%

41.1%

14.1%

17.0%

14.1%

43.7%

11.5%

0% 20% 40% 60% 80%

エンゲージメントの向上

育児や介護と仕事の両立支援

障害者や病気治療者の就労促進

自己啓発など時間の有効活用

副業・兼業の推進

遠隔地に居住する社員の活躍促進

（地域経済の活性化）

業務のデジタル化の推進

マネジメント手法の見直し

業務プロセスの見える化

企業風土・組織文化の変革

パンデミックや大規模自然災害対策

（ＢＣＰ対応）

その他

n=348



４．テレワークの導入・活用に向けて、重点的に取り組んでいる課題
（複数回答／あてはまるもの３つまで）

30

21.8%

52.0%

9.8%

15.2%

19.5%

22.4%

19.5%

10.1%

17.5%

12.9%

8.9%

24.7%

1.4%

31.6%

10.9%

3.4%

0.9%

0% 20% 40% 60%

テレワークを推進する目的の浸透

社内ガイドラインやルールの策定・整備

テレワークをスムーズに進める好事例の共有

業務の範囲・手順の明確化

個々人の役割・タスクの明確化

業務に関する情報共有の徹底

目指す目標・成果の明確化

人事評価方法の見直し

管理職に対するマネジメント研修の実施・拡充

ＯＪＴの補強（１on１やメンター制度の導入等）

新入社員や中途入社社員とのオフ・コミュニケー

ションの充実（オンラインでの勉強会やランチ会）

社員の健康確保（過重労働や防止やメンタル

ヘルス対策、運動不足対策等）

ハラスメントの防止

情報通信環境（ソフトウェア・ハードウェア）の整備

サテライトオフィスの導入・拡充

その他

特に課題はない

n=348



５．現場業務のリモート化の実施状況

31

複数の現場業務で

実施している

12.5%

一部の業務で

実施している

21.5%

実施に向けて検討・準備

を進めている

11.6%
その他

4.8%

実施する予定は

ない

39.5%

製造現場や販売現場等

の現業部門はない

10.1%

n=335



６．（１）テレワークに関する手当・一時金について

32

支給している

34.3%

支給を検討

している

5.1%

支給していない

60.6%

n=394



６．（２）(Ａ)手当を支給している場合の額

33

3,000円未満

30.4%

3,000円以上～

5,000円未満

52.1%

5,000円以上～

7,000円未満

15.7%

7,000円以上～

9,000円未満

0.9%

9,000円以上

0.9%

n=115



６．（２）(Ｂ)一時金を支給している場合の間隔

34

半期ごと

20.0%

１年ごと

13.3%
一度限り

66.7%

n=30



１．（１）「65歳までの雇用確保措置」について、実施している措置の内容

Ⅴ．高齢者雇用

35

65歳までの

定年引上げ

17.0%

定年廃止

0.8%

65歳までの継続雇用

制度の導入

82.2%

n=394



１．（２) 「65歳までの継続雇用制度の導入」企業のうち
「65歳までの定年引上げ」「定年廃止」の導入予定

36

あり

29.5%

なし

70.5%

n=258



２．「70歳までの高年齢者就業確保措置」の対応状況
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対応済である

（決定済を含む）

21.5%

対応を検討中である

29.5%

検討する予定である

38.6%

検討していない

（予定なしを含む）

10.4%

n=396



３．「70歳までの高年齢者就業確保措置」に関する具体的な措置内容
（複数回答／あてはまるものすべて）

38

※２．で「対応済である（決定済みを含む）」「対応を検討中である」と回答した企業が対象

2.6%

3.6%

94.3%

11.4%

18.7%

3.6%

4.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

70歳までの定年引上げ

定年廃止

70歳までの継続雇用制度の導入

（自社・グループ）

70歳までの継続雇用制度の導入

（他社）

業務委託契約を締結する制度

事業主自らが実施する

社会貢献事業に従事できる制度

事業主が委託、出資等する団体が実施する

社会貢献事業に従事できる制度

n=193



４．「70歳までの高年齢者就業確保措置」の措置内容ごとの
対象者基準の有無
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83.8%

66.7%

84.6%

50.0%

71.4%

16.2%

33.3%

15.4%

50.0%

28.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

70歳までの継続雇用制度の導入

(自社・グループ) 

70歳までの継続雇用制度の導入

(他社)

業務委託契約を締結する制度

事業主自らが実施する

社会貢献事業に従事できる制度

事業主が委託、出資等する団体が実施する

社会貢献事業に従事できる制度

あり なし



５．雇用によらない措置を導入しない（予定を含む）理由

40

※３．で「業務委託契約を締結する制度」「事業主自らが実施する社会貢献事業に従事できる制度」「事業主が委託、
出資等する団体が実施する社会貢献事業に従事できる制度」と回答しなかった企業が対象

n=122
9.8%

0.0%

4.1%

5.7%

22.1%

58.3%

0% 20% 40% 60% 80%

その他

過半数労働組合等からの同意が難しい

と思われるため

検討する人員・時間が不足しているため

導入手続きが煩雑であるため

検討に当たっての情報やノウハウが

不足しているため

雇用による措置で十分だから



６．70歳までの高年齢者就業確保措置を現時点で検討していない理由

41

※２．で「検討する予定である」「検討していない(予定なしを含む）」と回答した企業が対象

※「その他」の回答としては、「65歳までの継続雇用制度の見直しを優先して検討しているため」
「新たな職務の開発等と合わせて検討する必要があるため」「個別の対応にて、実質的な実施は
可能であるため」などがあった

n=193
29.5%

0.0%

4.1%

10.4%

11.4%

44.6%

0% 20% 40% 60%

その他

改正高齢法の内容を知らなかったため

社員や労働組合等から要望がないため

対象となる高齢社員がいないため

検討する人員・時間が不足しているため

努力義務であるため



Ⅵ．その他

１．今後重視していきたい能力開発やキャリアパスを支援する制度
（複数回答／あてはまるものすべて）

42

52.3%

9.0%

11.3%

12.1%

18.0%

22.2%

21.4%

13.7%

3.1%

68.0%

8.5%

9.0%

0% 20% 40% 60% 80%

社内公募制度

フリーエージェント制度

社内インターンシップ制度

社内副業制度

副業・兼業制度（社外）

出向制度（他企業、行政官庁等）

海外赴任制度

海外・国内留学制度

長期休暇制度（サバティカル休暇等）

社内のキャリア面談の活用（人事部門、上司等）

社外のキャリア面談の活用（キャリアコンサルタント等）

その他

n=388



２．不妊治療との両立を支援する取組み
（複数回答／あてはまるもの３つまで）

43

15.5%

46.3%

12.7%

20.1%

30.3%

4.6%

5.1%

8.7%

9.9%

37.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

不妊治療のための休職制度

不妊治療にも利用できる休暇（多目的休暇を含む）

不妊治療にも利用できる短時間勤務

不妊治療にも利用できる時差出勤

不妊治療にも利用できるフレックスタイム制

社員の理解を促進するための経営トップによるメッセージ発信

社員の理解を促進するための冊子の作成・配布

社員の理解を促進するための研修・セミナーの実施

その他

取り組んでいない（予定なしを含む）

n=393
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